





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1相対比率」 148．22 135・・g1 1・6・7・i 100
　第3表の設例で損失繰越法による納税額が平均法のそれよりも安定所得による納税額に
近い数字を示しているのは，BとCの2件のみである。両者は損失総額が所得総額の3割
以上に及んでいる。この設例のみから結論を出すのは些か危険を伴うかも知れないが，一
応本稿の第2節と照らし合わせて，損失繰越法が有効であるのは極く限られた場合のみで
あると言えよう。
　第4表は第3表より各納税者の平均年次所得と，それぞれの課税法による納税総額を抽
出して，更に12人の納税総額を合計した期間内の税収額の比較である。いわば第3表が微
視的観点に立っているのに対して，第4表は巨視的観点に立っていると言える。第4表で
基準となるものは，安定所得への課税総額を合計した46，612ポンド8シリング10ペンス
である。この額を100として，他の課税法による税収額との比率（相対比率）を求めれば，
第4表で示されるように，年次法では148強，損失繰越法では135強，平均法では107弱と
なる。かように平均法は，安定所得課税に非常に近い値を生じる利点がある。
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　第4表の所得稼得年数には，単に所得のみならず損失の生じた年も含まれている。12人
の納税者の所得稼得年数は10－15年で，平均して13年になる。かく長期間にわたって所得
の変動がある1ダースもの納税者の税額に水平的平等が達成される点から，税率を移動さ
せる平均法が極めて効果的であると結論された。次いでこの結論に基づいて，平均課税の
適用は単に第一次産業生産者の所得だけではなく，所得頬面者全員を対象とするように勧
告が行われた。
　確かに税収額を中心に考えれば，答申した平均法は安定所得課税と比較して，最：も効果
が大きい。しかし，納税者中心に観点を移動させるならば，各人の間に，かなりの格差が
生じることは否めない。次にAからしまでの納税者の個人別相対比率を調べてみるとA；9
9．6，B；155．9，　C；138．4，　D；97．3，　E；105．2，　F；115．6，　G；116．9，　H；109．0，1；
100．0，J；103．9，　K；108．7，　L；107．8となる。　BとCの相対比率がかなり大きいが，そ
の理由は各々総所得の約4割，約3割というようにかなり大きい損失が生じている点にあ
ると思われる。また約15パーセント近い格差が生じているFとGは，総所得対損失がそれ
ぞれ8．7パーセント，6．8パーセントとなっている。総所得対損失の比率は，H：と：しでは更
に大きく，共に12．5パーセントであるが，相対比率は共に10パーセント以下である。以上
の事例から，損失比率の絶対額が3割以上の場合はとも角，　1割程度の場合には所得と損
失の型態により平均課税の効果に相当の差が生じてくると言えよう。
　なおオーストラリヤでは平均課税の実施に当って，所得が永久的に減少している納税者
の場合に，次のような救済策を附加した。即ち，ある納税者の特定基準年度の所得が，平
均課税所得（平均化に際しては減少した所得もふくめる）の3分の2以下に減少したこと
を証明した場合には，その年度は，いま～で平均課税が行われなかったものとして取り扱
われる。かくして，この納税者はその年度においては平均課税の適用は受けられないが，
以後の年度では，この減少した所得額を新たな基準として平均課税が始まる（吉国二郎編
「前掲書」142頁，拙稿「経営と経済』85号所載，1960年『平均課税の一考察』175頁）。
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　以上でオーストラリヤに平均課税が導入される動機と平均課税が必要とされる理由並び
に平均化の方法について概観した。それを整理してみると次のようになる。オーストラリ
ヤでは1920年頃においては第一次産業の占める比率が産業構造上でかなり高かった。第一
次産業はその悔如上・天候等の自然条件に左右され・そのため該産業の生産者は所得が変
動しがちである。この変動所得に累進税が課せられると，長期的に観察した場合に水平的
平等が達せられない。水平的平等を達成するためには，所得の平均化が行われなければな
らない。では，所得の平均化が如何にしたら有効になされるか，ということが，委員会の
直面した聞題であった。
　確かに，所得の平均化なる課題を解決しようとする同委員会の積極的な態度には，大い
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に学ぶべきものがあるか，しかしながら彼等の問題とした水平的平等は更に奥深く掘下げ
られて，課税所得の定義にまで進むべきであった。垂直的平等とは異り，水平的平等は比
較的たやすく達成できるように思われるが，現代の経済組織が錯綜しているために，所得
はいろいろな形で，多くの異るルートを通って生じる。それゆえ，水平的平等の達成には
変動所得の救済のみならず，所得の厳格な定義化が必要である。　Henry　C．　Simonsの
Pθ7so％α1動oo〃¢67「僻α’♂o％，　Chicago，1938。は，先づ最初に所得を厳格に定義して，然
る後に所得の平均課税を提唱している。William　Vickreyはサイモンズの提案を更に精
細に検討した後で，利子率を加えて平均化する累積平均法を，　五g醗磁和7Pγog76∬勿θ
露髄α渉ゴ。％，New　York，1947。で提案した。水平的平等の達成にはサイモンズやヴィクリ
イ等の執った道が最も肝要であり，オーストラリや委員会は，この点で非常に片手落であ
った。次に税率移動平均法そのものにつき簡単な批判を企て＼みる。
　第3節でみたように，オーストラリや委員会の答申した平均課税は税率移動平均法であ
る。同委員会ではこの課税法が比較的簡単な方法であるとして推奨しているが，果して実
際にそうであろうか。納税者は数年聞（5年以内）の所得を全部加えて平均化年数で除し
て平均額を求め，次いでその金額に対す税額を算定した後に実効税率が割り出される。更
にこの実効税率を前年の所得に乗じて今年度の納税額が決定する。この方法は，かなり複
雑であり決して簡単であるとは言えない。
　委員会の試算によると，税率移動平均法は，安定所得課税法に最も近い値を得ているが，
W．A．スティージャの計算によると，反対に年次課税に最も近い納税額になる。スティー
ジャは，ウィスコンシン州の所得税申告書を資料として統計的に各種の平均課税について
吟味を行なった。その結果では税率移動平均法による税収総額は，年次法と比較して1パ
ーセント程度しかの差が生じない（Wilbur　A．　Steger，　Averaging　Income　for　Tax　Pur－
poses，ハ碗Jo％01　T8κル％7％α乙VoL　I　X，pp．106－114．拙稿r前掲論文』168－171頁参照）。
かようにオーストラリや委員会と，スティージャの結論とにはかなりの差があるので，何
れ機を見てモデルを設定してこの点を確かめてみたい。但し，スティージャの計算は
1929－35年の所得に対してなされている。周知のように，この時期はアメリカ合衆国に不
況の荒波が押し寄せた時であり，例えば1933年のウィスコンシン州の納税者の所得は
1929年のそれと比較して半分以下に減じた。このようにスティージャの設例では単なる所
得の変動ではなく，所得が逐年急激に減少していた場合である。そこに，オーストラリや
委員会の試算とスティージャの計算とにかなり大きい差が生じた一因があるように考えら
れる。オーストラリや委員会の答申では，第3節の末尾に述べた永久に所得が減少する納
税者の救済策は考慮されなかったから，第3表の設例では単なる税率移動平均法のみ適用
されている。なお，税収額が平均法では，年次法と比較して非常に少くなったが（委員会
試算の場合），　この点は所得の定義を厳格にして，資産処分の売買益である譲渡利得を所
得税の対象とすれば，ある程度の補足が可能であろう。また，絶対的に収入が不足するな
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らば，税率を高くすれば増収が容易である。
　税率移動平均法は，代数式による複雑な計算：を要していたために，その後，次第に不満
の声が納税者間に募り，1938年に廃止された。、しかしながら，この方法による平均課税は
現在でも農業所得には適用されている。尤も，平均課税を受けるか否かは，現在では納税
者の自由意志に委されている（吉国二郎編『前掲書』140－142頁）。農業所得にのみ平均
課税が適用されている理由は，既に述べたように特にこの部門では所得の変動が激しいか
らである。この点からみても，オーストラリヤの平均課税はその出発点から，その精神か
ら，その実施から，すぐれて変動所得の救済にあったと言える。
附記　本稿は，昭和37年度文部省科学研究費交付金（個人）による研究の一部である。
